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福岡県消費生活審議会の開催
	区分
	開催日
	会場
	議題

	福岡県消費生活審議会
	26. 5.27
	福岡県吉塚合同庁舎
特６会議室
	・福岡県消費者教育推進計画の策定について

	
	26.10.14
	博多サンヒルズホテル
	・消費者施策検討部会委員の指名について
・平成25年度福岡県消費者行政の概要について
・平成26年度福岡県消費者行政の取組について
・事業者指導・行政処分について
・県内市町村における消費生活相談窓口の設置状況について


消費者行政関係機関等との連携
	会議名
	開催日
	会場
	議題

	平成26年度市町村消費者行政担当課長会議
	26.5.28
	福岡県吉塚合同庁舎
702会議室
	・県消費者行政の概要について
・消費者行政活性化基金事業について
・市町村の状況及び事例発表について
・相談啓発について
・事業者指導について


消費者被害防止ネットワーク会議の開催
	開催日
	地区
	会場
	参加者
	議題

	26.5. 9
	筑後
	サンライフ久留米
	・各市町村
・各警察署
・県弁護士会
・県司法書士会
・グリーンコープ生協ふくおか
・生活安全課
	・消費生活相談及び消費者啓発事業の状況について
・意見交換

	26.7.28
	北九州
	ウェル戸畑
	
	

	26.7.23
	福岡
	福岡県吉塚合同庁舎
	
	

	26.8. 6
	筑豊
	飯塚市立岩公民館
	
	


福岡県高齢者・障害者の消費者被害防止対策連絡協議会
	開催日
	会場
	議題

	26.9. 4
	福岡県吉塚合同庁舎
特6会議室
	・福岡県消費者教育推進計画について
・詐欺的な投資勧誘等についての取組と事例
・各団体の取組
・情報交換


消費者行政活性化基金事業の実施
· 消費者教育･啓発、消費生活相談員等レベルアップ研修、悪質事業者に対する調査、指導及び処分の強化などの実施	35,440千円
· 市町村が行う相談窓口の整備拡充や消費者被害の未然防止のための教育・啓発などの事業に対する支援の実施	49市町村137,783千円
消費生活に関する県民意識調査の実施
福岡県内に居住する18歳以上の男女3,350人を対象として、消費生活に関する意識や実態を把握するための次に掲げる項目についての調査を実施した。
· 消費者問題に対する関心度
· 商品やサービスを選択する際の意識
· 消費者として意識する行動
· 消費生活上のトラブルに関する経験
· 消費者教育・啓発の受講経験
· 消費生活に関する言葉や相談機関、制度の認知状況


消費生活の安全性の確保
消費者被害の防止対策
事業者が消費者に供給する商品による消費者被害の未然防止・拡大防止により消費者の利益を保護するため、販売店への立入検査を実施するとともに、必要に応じて商品名や事業者名等の情報を消費者に提供した。
消費生活用製品安全法に基づく立入検査
	特定製品、特定保守製品
	立入販売店
件数
	違反店
件数
	違法内容(点数)

	
	
	
	無表示
	不適正表示
	その他

	携帯用レーザー応用装置
	14  (1)
	0
	
	
	

	家庭用の圧力鍋及び圧力がま
	14  (6)
	0
	
	
	

	石油ストーブ
	14  (5)
	0
	
	
	

	屋内式ガス瞬間湯沸器
	14 (10)
	2
	
	
	4

	石油ふろがま
	14  (2)
	0
	
	
	

	合計
	14 (14)
	2
	
	
	4


(　)内は、実際に特定製品・特定保守製品が置かれていた販売店件数を示す。
製品安全に関する広報啓発活動
パネル展示により製品安全に関する広報啓発活動を行った。
· 福岡県吉塚合同庁舎１階　消費者サロン
（平成26年10月14日～20日、平成26年11月17日～21日、平成27年2月10日～16日）



消費者取引の適正化
事業活動の適正化
特定商取引に関する法律や福岡県消費生活条例に基づき、事業者の不適正な取引に対して調査を行い、指導及び処分を行った。
具体的取引の適正化
特定商取引に関する法律、福岡県消費生活条例に基づく指導・行政処分等
· 業務停止命令	２件（訪問販売）
· 文書指導	２件（訪問販売、訪問による土地販売）
消費生活の安全・安心ネットワーク会議
平成19年９月に九州各県、沖縄県及び山口県で構成する「消費生活の安全・安心ネットワーク会議」を設置し、悪質な取引行為等を広域的に行う事業者に対応するための広域的な連携体制を整備した。
この会議は、主に特定商取引に関する法律に基づく指導、処分及び公表について、関係各県の連携を通じて消費者被害の未然防止・拡大防止等を図ることを目的とするものであり、平成26年度における開催状況は次表記載のとおりであった。

	開催状況
	構成
	内容等

	実務担当者会議
26.7.25
27.1.23
	・福岡県新社会推進部生活安全課
・佐賀県くらし環境本部くらしの安全安心課
・長崎県県民生活部食品安全・消費生活課
・熊本県環境生活部県民生活局消費生活課
・大分県生活環境部県民生活・男女共同参画課
・宮崎県総合政策部生活・協働・男女参画課
・鹿児島県総務部県民生活局生活・文化課消費者行政推進室
・沖縄県子ども生活福祉部県民生活課
・山口県環境生活部県民生活課
・経済産業省九州経済産業局（オブザーバー）
	行政機関の連携による消費者被害未然・拡大防止等に関する協議
・九州地方知事会への報告
・各県の取組状況
・広域的な行政処分等
・広域連携による合同立入
検査
・処分事業者の公表


表示等の適正化
不当景品類及び不当表示の防止
事業者が消費者に供給する商品やサービスの品質等に関して適正な表示を行うことにより、消費者が自主的かつ合理的に商品やサービスを選択することができるように、事業者に対する立入調査・指導等を行った。

	処理件数
	景品
	表示

	
	違反有
	違反無
	違反有
	違反無

	63件
	0件
	0件
	14件(注)
	49件


(注) 違反に対する措置の内訳は、口頭注意９件、文書指導５件である。
表示、規格の適正化
表示、規格の適正化等に関する事業者等からの問合せに対し、助言又は指導を行った。
平成26年度　41件（うち表示に係る相談38件、景品に係る相談3件）
食品表示の適正化
	食品表示１１０番
新社会推進部生活安全課（福岡県消費生活センター）と農林水産部食の安全・地産地消課に設置している「食品表示１１０番」により情報提供を受け付けた。
	食品表示関係機関との連携
「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（ＪＡＳ法）」等の食品表示関係の法令を所管する関係機関と連携しながら、消費者への情報提供等の必要な措置をとった。
家庭用品品質表示法に基づく立入検査
	検査品目
	立入販売店件数
	検査商品数
	不適正
表示数

	繊維製品（タオル、手ぬぐい）
	22 (13)
	57
	0

	合成樹脂加工品（ＰＥ・ＰＰ製袋）
	22 (12)
	62
	4

	電気機械器具（コーヒー沸器、電気パネルヒーター、電気毛布）
	22 (18)
	97
	4

	雑貨工業品（魔法瓶）
	22 (12)
	42
	0


(　)内は、実際に検査対象品が置かれていた販売店件数を示す。
事業者指導の概要
消費生活センターに対する相談の件数が多いなど、特に販売方法等に問題があると認められる事業者に対し、特定商取引に関する法律や福岡県消費生活条例に基づき、問題となる販売方法等の具体的な事例を示して改善措置を求めるなど、個別に対応している。
平成26年度においては、換気扇、健康食品、眼鏡、リフォーム工事、土地の訪問販売事業者等に対し、販売方法等の改善を求めるための業務停止命令及び文書等による指導を行った。
生活関連商品等の価格動向の監視
県民の消費生活との関連性が高い生活関連商品等の価格動向について情報の収集・分析を行うとともに、インターネットにより必要な情報を県民に提供することによって不適正な価格形成の発見・防止に努めた。


消費生活相談体制の充実・整備
消費生活相談への対応
福岡県消費生活センターに専門の相談員を配置して消費者からの相談や苦情を受け付けるとともに、特に法律的な問題が生じた場合には弁護士による法律相談の中で解決を図り、国、他の都道府県及び県内市町村の各関係機関と緊密に情報交換をしながら、相談・苦情の処理を行った。
平成26年度に福岡県消費生活センターで受け付けた消費生活相談の件数は10,464件であり、前年度の11,003件と比べて539件（4.9％）減少した。なお、県及び県内市町村の消費生活センター等の相談窓口で受け付けた消費生活相談の件数は56,770件であり、前年度の56,271件と比べて499件（0.9％）増加している。
パイオネットの活用
パイオネット（ＰＩＯ－ＮＥＴ[footnoteRef:1]）とは、「国民生活センターと全国の消費生活センターをネットワークで結び、消費者から消費生活センターに寄せられる消費生活に関する苦情相談情報（消費生活相談情報）の収集を行っているシステム[footnoteRef:2]」である。 [1:  全国消費生活情報ネットワーク・システム（Practical Living Information Online Network System）]  [2:  独立行政法人国民生活センターのウェブサイトの記述による。] 

地方公共団体においてはこのシステムによって全国で蓄積された相談情報を専用端末で閲覧することができるので、県ではこれに加入して相談対応、事業者指導及び消費者啓発に活用している。なお、県内においては、福岡県消費生活センターのほか次に掲げる33市町の消費生活センター・相談窓口にもパイオネット端末が設置されている。
《パイオネット端末設置市町》
北九州市、福岡市、大牟田市、久留米市、直方市、飯塚市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、行橋市、豊前市、中間市、小郡市、筑紫野市、春日市、大野城市、宗像市、太宰府市、古賀市、福津市、宮若市、朝倉市、糸島市、志免町、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、鞍手町、筑前町、広川町、川崎町
消費生活相談員等に対する研修会の開催
	名称
	開催日
	内容
	会場

	消費生活相談員等事例検討会
	年６回
	消費者トラブルに関する事例の検討
	福岡県吉塚合同庁舎研修室

	消費生活相談員等レベルアップ研修
	
26. 6. 4
26. 7. 3
	【行政職員向け研修】
消費生活相談の基礎知識ほか
相談マニュアルの事例をもとに相談対応ほか
	
福岡県吉塚合同庁舎研修室ほか

	
	
26. 6.21

26. 7.12

26. 9.13
26.11. 1

27. 1.17
27. 2. 7

	【消費生活相談の専門研修】
インターネットの越境取引、消費生活相談に必要な決済に関する知識
情報通信サービス関連の法律知識、金融商品の基礎知識
特定商取引法の知識
不動産取引の基礎知識、情報通信サービスの現状と相談対応
消費生活相談に必要な民法と消費者契約法の知識
表示をめぐる諸問題、だます心理とだまされる心理
	


	
	
26.11.29
	【相談対応研修】
大人の発達障がいへの理解と対応、クレーム対応
	

	
	
26.10. 4
	【消費者教育担い手育成研修】
知識編、技能編
	



多重債務問題への取組
福岡県多重債務問題対策協議会の開催
	開催日
	会場
	参加者
	議題

	26.12.19

	福岡県吉塚合同庁舎会議室
	・生活安全課（事務局）
・福岡財務支局
・保護・援護課
・中小企業振興課
・県警生活保安課
・県弁護士会
・県司法書士会
・日本貸金業協会福岡県支部
・日本司法支援センター福岡事務所
・(財)日本ｸﾚｼﾞｯﾄｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ協会
・グリーンコープ生協ふくおか
・福岡ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｻﾗ金被害をなくす会
	・貸金業法施行後の状況とこれ
までの取組
・今後の取組について
・情報交換その他


多重債務者無料相談ウィークの実施
国の多重債務者相談強化キャンペーン（平成25年９月１日～12月31日）の一環として、県弁護士会及び県司法書士会と合同で多重債務者無料相談ウィークを実施した。
（面談相談会）
	実施期間
	実施場所

	26.11.10～11.14
	県弁護士会及び県司法書士会の相談センター（県内24か所）


多重債務者生活再生事業の実施
グリーンコープ生活協同組合ふくおかと協働して、多重債務相談に応じて債務整理等による問題解決の助言を行うほか、家計管理の助言・指導や、生活再生中のやむを得ない臨時的出費に対する貸付を行う多重債務者生活再生事業を実施した。

	電話相談件数
	貸付件数
	貸付金額

	2,208件
	100件
	4,184万円




主体的・自立的な消費者になるための支援
消費者啓発の実施及び情報の提供
消費者の主体的かつ自立的な消費生活を支援するため、消費者啓発を実施するとともに、的確な消費選択に有用な情報を幅広く提供した。
若年者向け消費者啓発ＤＶＤの作成
インターネットトラブルについての事例と対処法を示したＤＶＤを作成し、学校の授業やＰＴＡの会合、県が実施する若年者啓発出前講座等で活用。

・タイトル　「ネットのリスク、本当に理解していますか？」
　　　　　　　画面の裏に潜む･･･数えきれないワナ。
・作成枚数　300枚
・配布先　　県内高等学校、県内市町村窓口等


トラブル未然防止のための教材等の作成・配布
	配布時期
	配布物
	配布先

	10月
	高齢者向けパンフレット
「あなたを狙う悪質商法、要注意　ＰＡＲＴ２」
	高齢者宅へ配布
配布協力：
福岡ヤクルト販売、北九州ヤクルト販売、久留米ヤクルト販売、中央福岡ヤクルト販売、エフコープ生協

	11月
	子ども向けパンフレット
「子どものネットトラブル110番」
	県内小学校、市町村等

	11月
	障害者の周りの方向けパンフレット
「障害者見守りガイドブック」
	民生委員、児童委員、
障害者団体等

	　 12月
	高齢者の周りの方向けパンフレット
「高齢者見守りガイドブック」
	民生委員、児童委員、
高齢者団体等

	
	・市町村啓発講座資料
・若者を狙う悪質商法
	市町村等


年末悪質商法撲滅キャンペーンの実施
	実施日
	場所
	内容

	26.12.6
	福岡市天神地区
	テーマ：キャッチセールス等悪質商法の撲滅
内　容：天神地区におけるチラシ配布等
（その他に筑後市、太宰府市、大牟田市、行橋市、大野城市、久山町等と連携して実施した。）


ホームページにおける情報提供
福岡県消費生活センターのホームページにおいて消費者行政に関する情報提供を行った。
http://shouhiseikatsu.pref.fukuoka.lg.jp/
生活設計の促進及び金融経済情報の提供
福岡県金融広報委員会と連携して、金融経済情報の提供や生活設計及び金銭教育の推進を図った。
消費者サロン
福岡県吉塚合同庁舎１階の消費者サロンにおいて、悪質商法に対する注意喚起の情報提供、パネル、関係団体の資料等の展示を行った。
消費者教育の推進
主体的で自立した消費者を育成するためには、関係機関が協力して体系的に消費者教育を推進することが重要である。このため、福岡県消費者教育推進計画を策定するとともに、若年者啓発出前講座等を実施した。また本計画で取り組むこととした事業・施策の進捗を消費者教育推進連絡会議において把握し、今後の取組について関係各課と協議した。
消費者教育推進連絡会議の開催
	開催日
	会場
	議題

	27. 3. 9
	県庁16号会議室
	・福岡県消費者教育推進計画について
・消費者教育施策・取組事業の進捗について



若年者啓発出前講座の実施
社会人又は大学生になる若者が消費者被害に遭うことを未然に防止するため、県内の高校、特別支援学校、専修・各種学校及び大学において、平成21年度、平成26年度に県が作成した消費者教育ＤＶＤを活用した若年者啓発出前講座を次のとおり実施した。
・高校	140回
・特別支援学校	10回
・専修・各種学校	36回
・大学	9回	（延べ195回）
小・中・高校等教員向け研修の実施
学校における消費者教育を推進するため、福岡県教育センターと連携して次表の教員向け研修を実施した。

	実施日
	研修内容等
	参加者

	26.7.31
	講義「学習指導要領における消費者教育」
講義「消費生活の現状と問題点」
講義「学校における消費者教育の効果的な進め方」
講義・演習「消費者教育で活用できる教材例」
	小・中・高の家庭科教諭
20人

	26.8.1
	講義「企業における消費者視点での取組」
講義「広告的コミュニケーション」
講義「消費者教育題材構成の在り方」
演習・協議「題材構成の作成・協議」
	



大学・専門学校等教職員向け研修会
大学、専門学校等の教職員を対象として、消費者被害の最新情報や学生に対する支援の方法等について次表の研修会を実施した。

	実施日
	研修内容等
	参加者

	26. 8. 4
	・若年者の消費トラブル最前線
・違法薬物から学生を守るために
	大学・専門学校等の教職員
56人


オ 事業者向け消費者教育リーフレットの発行
県内企業等に対し、消費者教育推進法の趣旨、企業等が消費者教育を行う場合のポイント、必要な情報の入手方法、消費者教育の実践事例を紹介するリーフレットを配布した。
配布先　　福岡県商工会連合会、福岡県中小企業団体中央会、県内各商工会議所
　　　　　市町村等
配布時期　10月
消費者組織の活動の促進
県所管の23の消費生活協同組合（連合会）[footnoteRef:3]について、次に掲げる取組を行った。 [3:  このうち１の消費生活協同組合については平成26年３月に解散し、平成26年度は清算中の法人として存続した。] 

· 消費生活協同組合法に基づく監督行政（組合の設立、運営及び解散に関する助言・処分等）
· 福岡県生活協同組合連合会の事業に対する助成
· 平成26年度福岡県消費生活協同組合研修会の開催（福岡県生活協同組合連合会との共催）
開催日：平成27年２月３日
場　所：福岡県粕屋総合庁舎会議室
参加者：県内の消費生活協同組合役職員110人（主催者側参加者を除く。）
なお、国から地方公共団体への事務、権限等の移譲の一環として、平成27年４月から、それまで九州厚生局が所管していた２の消費生活協同組合連合会が新たに県の所管するところとなった。





















